
 

運輸安全マネジメントの取り組みについて 

                  令和４年１２月 

商都交通株式会社 

観光バス部門 

 

弊社は平成１８年１０月の運輸安全マネジメントの導入に伴い、旅客自動車運送事業運輸規

則第４７条の７第１項の規定に基づき、輸送の安全に係る情報を公表致します。 

 

１、 輸送の安全に関する基本的な方針 

（１）社長及び役員は、輸送の安全の確保が事業経営の根幹であることを深く認識し、社

内において輸送の安全の確保に主導的な役割を果たします。また、現場における安

全に関する声に真摯に耳を傾けるなど現場の状況を十分に踏まえつつ、社員に輸送

の安全の確保が最も重要であるという意識を徹底させます。 

（２）安全方針として関係法令を遵守し、安全最優先の原則を会社全体に徹底させます。 

（３）無事故運転三原則の遵守 

① 危険予知運転（自分に都合の良い「だろう運転」「思い込み運転」を止め、常に最

悪の状況を考えた「かもしれない運転」を行います。） 

② 無理しない運転（無理するな、その瞬間に事故は待つ。） 

③ 防衛運転（私は絶対に事故を起こさないという強い信念を持ち、たとえ相手が悪く

ても譲り合いの精神をもって注意深く安全運転を行います。 

（４）輸送の安全に関する計画の策定・実施・チェック・改善・計画・実施・チェック・

改善（PDCAサイクル）を確実に実施し、安全対策を不断に見直し、全社員が一丸と

なって絶えず輸送の安全性の向上に努めます。 

（５）事故惹起乗務員に対する再発防止教育、NASVA（独立法人自動車事故対策機構）によ

る運転者適性診断の受診など、乗務員教育の更なる充実を図ります。 

 

２、 輸送の安全に関する目標及び当該目標の達成状況 

 令和４年度 (令和３年１２月１日～令和４年１１月３０日)   

 

 

 

 

 

 

   

項 目    目   標 達 成 状 況 

人身事故 ０件 ０件 

物損事故 ６件  １２件 

車内事故 ０件 ０件 

車両事故 ０件 ０件 



令和５年度（令和４年１２月１日～令和５年１１月３０日） 

 

 

 

 

 

 

   

３、 自動車事故報告規則第２条に規定する事故に関する統計 

 

令和４年度（令和３年１２月１日～令和４年１１月３０日） 

事 故 類 型 件 数 

自動車が転覆し、転落し、火災（積載物品の火災を含む。以下同じ。）

を起こし、又は鉄道車両（軌道車両を含む。以下同じ。）と衝突し、

若しくは接触したもの ０件 

十台以上の自動車の衝突又は接触を生じたもの ０件 

死者又は重傷者（自動車損害賠償保障法施行令 （昭和三十年政令第二

百八十六号）第五条第二号 又は第三号 に掲げる傷害を受けた者をい

う。以下同じ。）を生じたもの ０件 

十人以上の負傷者を生じたもの ０件 

操縦装置又は乗降口の扉を開閉する操作装置の不適切な操作により、

旅客に自動車損害賠償保障法施行令第五条第四号 に掲げる傷害が生

じたもの ０件 

酒気帯び運転（道路交通法 （昭和三十五年法律第百五号）第六十五条

第一項 の規定に違反する行為をいう。以下同じ。）、無免許運転（同

法第六十四条 の規定に違反する行為をいう。）、大型自動車等無資格

運転（同法第八十五条第五項 から第九項 までの規定に違反する行為

をいう。）又は麻薬等運転（同法第百十七条の二第三号 の罪に当たる

行為をいう。）を伴うもの ０件 

運転者の疾病により、事業用自動車の運転を継続することができなく

なったもの 

０件 

救護義務違反（道路交通法第百十七条 の罪に当たる行為をいう。以下

同じ。）があったもの ０件 

自動車の装置（道路運送車両法 （昭和二十六年法律第百八十五号）第

四十一条 各号に掲げる装置をいう。）の故障（以下単に「故障」とい

う。）により、自動車が運行できなくなったもの ０件 

車輪の脱落、被牽引自動車の分離を生じたもの（故障によるものに限

る。） 

０件 

項 目    目   標 

人身事故 ０件 

物損事故 １０件 (前年度の約１０％減) 

車内事故 ０件 

車両事故 ０件 



橋脚、架線その他の鉄道施設（鉄道事業法 （昭和六十一年法律第九十

二号）第八条第一項 に規定する鉄道施設をいい、軌道法 （大正十年

法律第七十六号）による軌道施設を含む。）を損傷し、三時間以上本

線において鉄道車両の運転を休止させたもの ０件 

高速自動車国道（高速自動車国道法 （昭和三十二年法律第七十九号）

第四条第一項 に規定する高速自動車国道をいう。）又は自動車専用道

路（道路法 （昭和二十七年法律第百八十号）第四十八条の四 に規定

する自動車専用道路をいう。以下同じ。）において、三時間以上自動

車の通行を禁止させたもの ０件 

前各号に掲げるもののほか、自動車事故の発生の防止を図るために国

土交通大臣が特に必要と認めて報告を指示したもの ０件 

総 件 数 ０件 

 

 

４、 運輸の安全に関する計画  

（１）乗務員に対する事故削減・実技向上の研修受講 

（２）運行管理者講習 基礎講習・一般講習 

（３）整備管理者 選任後研修 

（４）運輸局、バス協会主催による安全セミナー受講・安全講習会受講 

（５）運輸安全マネジメント セミナー受講 

（６）運輸安全マネジメント評価 

（７）救急救命講習 

（８）班長制度に於いて班長会議を行い、安全目標、接客目標を作成する。更に、グルー

プ討議を行い、班別及び個人の安全目標を作成する。 

（９）ヒヤリ・ハット体験を調査票に記入し、情報を公開し体験の共有化を図る。 

  

５、 輸送の安全に関する予算 

（１）無事故賞（１,０００,０００円） 

（２）運転士に対する適性診断費用（１００，０００円） 

（３）乗務員の研修・教育に係る費用（３００，０００円） 

（４）運行管理者講習費用（５０，０００円） 

（５）運輸安全マネジメント評価（６００，０００円） 

（６）無呼吸症候群のスクリーニングテスト実施費用（２００，０００円） 

（７）脳ドック実施費用（３００，０００円） 

   

６、 安全統括管理者 

専務取締役 三野 正男 


